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 本稿は，三大テノール歌手CD の販売に関する事業者間の協定が FTC 法 5 条違反とされた












 米国連邦取引委員会(以下，「FTC」とする)は，2001年 7月 30日に PolyGram(以下，「P社」
とする。)およびWarner(以下，「W社」とする)に対して審判を開始し，2002年 6月 20日，行
政法判事(administrative law judge)は，P社の締結した三大テノール歌手 CDの販売に係る「休
戦協定(moratorium agreement)」が FTC法 5条に違反する不公正な競争方法に該当するとい
う排除措置命令案を提示した。これに対して，同年 11月 4日，P社らは FTCに異議を申し立





P 社の事業を取得し，2000 年にその Seagram 社が Vivendi 社と合併したことから，現在，P
社は Vivendi社の一部門である。 
 Decca社(以下，「D社」とする)は，P社の一部門で，Deccaレーベルを管理している。また，
                                                   
1 In the Matter of PolyGram Holding, Inc., Decca Music Group Limited, UMG Recordings, Inc., and Universal Music & 
Video Distribution Corp.: Issuance of Opinion of the Commission and Final Order, Docket No. 9298(July 24, 2003), 
available at http://www.ftc.gov/opa/2003/07/vivendi.htm (以下，本稿では,  ”Opinion of the Commission”と引用する) 
2 California Dental Ass’n v. Federal Trade Commission, 526 U.S. 756 (1999). 
3 Department of Justice and Federal Trade Commission, Antitrust Guidelines for Collaborations among Competitors (Apr. 
7, 2000)(以下，本稿では “Collaboration Guidelines”，または，米国共同行為ガイドと引用する). 
4 Opinion of the Commission, at 3. 
5 なお，FTCが P社に対する審判開始決定を送付した 2001年 7月 31日に，W社に対する同意審決案(proposed 
consent order)を公表し，同年 9月 17日，W社に対しては，競争者と価格を固定化し，または，真正かつ非欺瞞
的な広告をすることもしくは AV製品(audio and visual recordings)の販売促進することを制限するような協定を




 W社は，P社と三大テノール歌手 CD販売にかかるジョイントベンチャーの相手方である。 
 
(3)背景 
 本件の三大テノール歌手とは，Jose Carreras，Placido Domingo，Luciano Pavarottiのこ
とである。彼らは，1990年代，FIFA World Cupにちなんで開催されたコンサートを録音した
三つの AV製品を販売した。1990年，ローマカラカラ大浴場で行われたコンサートを採録した
ものが 3T1 で，P 社が販売権を取得し，発売後大人気を博した。1994 年，ロサンゼルス・ド










大テノールのコンサート・プロモーターと交渉を行った。しかし，D 社が Pavarotti との排他
的契約を結んでいたことや，P社及び W社がほとんど同じ内容の CD6の三本目である 3T3 の
売上に懐疑的であったことから，P社・W社両社は，3T3の流通・販売に係るジョイントベン
チャーを構成することとした。 
 ジョイントベンチャーの内容は，3T3を，1998年 8月に発売すること，W社が米国内の AV




製品は，3T3 発売後 4 年間は，各社独自には行わない。ただし，3T1，3T2 の販売権について
は各々が依然として保持するとされていた7。 
 以上のようなジョイントベンチャー契約が締結されたが，P社及びW社の子会社等は，1998
年前半にかけて，それぞれ 3T1，3T2を熱心に販売していた。それを見た P・W両社首脳が 3T3
の売れ行きへの影響を懸念し，1998 年 3 月，3T3 発売に隣接する週の間は，全市場における
3T1及び 3T2の積極的な販売を停止する協定を，つまり，3T1・3T2の価格引下げをやめ，そ
                                                   
6 実際，P社とW社はテノール歌手等に，3T1および 3T2とは違った内容の歌を歌うよう要請し，これを拒否
されている, Opinion of the Commission, at 7. 

















 行政法判事は，問題とされた「休戦協定」がFTC 法 5 条に違反する不公正な競争方法に該
当すると判断した。 
 審判官は，「休戦協定」は，単に 3T1及び 3T2の価格を固定化しその供給量を制限する「当
然違法」(per se illegal)として非難されるべきあからさまな競争制限行為に過ぎず，3T3 の販
売・広告ジョイントベンチャーについての付随的制限ではないとした。 
 ちなみに，審判官は，「休戦協定」について「簡略化された合理の原則」9分析も行った。 




がるとされていると述べ，また本件においても，実際に P 社・W 社ともに同協定の実施前は






                                                   
8また，米国外でも同様の状況であった。Opinion of the Commission, at 8 
9 行政法判事は，「簡略化された合理の原則」分析の下では，問題とされている「休戦協定」の競争制限的性質
が明らかであるため，被告側に，当該協定のもつ競争促進的利益を立証する責任が課せられる。 Opinion of the 






























P社・W社それぞれが 3T3の販売活動に乗じて，各々の管理下にある 3T1または 3T2の販売
を促進しようとするただ乗りを防止するという，P 社らの提示した正当化事由は，法律上の問









題として(as a matter of law)，採ることができない。なぜなら，そのような正当化事由は，反
トラスト法上許容されるような正当化事由の範囲を超えているからである。 
 また，仮にP社らの主張する正当化事由が法律上の問題として許容され，かつ，もっともら






























                                                   
11 ベルトラン的な競争の側面があっても，生産設備への投資・生産計画を勘案すると，クールノー競争で分析
できる。David M. Kreps and Jose A. Scheinkman, Quantity Precommitment and Bertrand Competition Yield Cournot 
Outcomes, 14 Bell J. of Econ.326 (1983) 参照。 
 6
∂π／∂q1  ＝1－2 q1－q2=0。 
このとき，q2  ＝1－2 q1 
Ｗ社とＰ社は対称的であり，均衡では q1= q2であることから， 
    q1  ＝1－2 q1 
    q1  ＝1/3   ＝q2。 
このとき，価格 p＝1/3となる。 





 πＷ ＝p* q1－c 
＝(1－q1－q2－q3)* q1－c 
同様に，これを q1で偏微分して，それが 0になるときがＷ社の利益が最大になるときだから， 
∂π／∂q1  ＝1－2 q1－q2- q3=0 
    q2+ q3   ＝1－2 q1 
Ｗ社・Ｐ社・Ｓ社は対称的であり，均衡では q1= q2= q3であることから， 
    2 q1 ＝1－2 q1 
    q1  ＝1/4   ＝ q2 = q3 
このとき，価格 p＝1/4となる。すなわち，W社，P社及び S社は 1/4ずつシェアを分け合い，







Ｗ社とＰ社は対称的であり，均衡では q1= q2であることから，q1＝q2＝xと置く。 
Ｗ社の利益 πＷ＝p*x－c＋(p* q3－c)/2 
        ＝(1－2x－q3)*x＋((1－2x－q3)* q3)/2－3/2c 
これを xで偏微分して，それが 0になるときがＷ社の利益が最大になるときだから。 
∂π／∂x   ＝1－2x－2q3＝0 
また，q3に関しても，極大値が利益最大となるところであるため，q3で偏微分すると， 











    πＷ    ＝p q1－c＋1/2(p q3－c) 
        ＝(1- q1- q2- q3) q1＋1/2(1- q1- q2- q3) q3－3/2c 
q1＝q2＝q3＝1/4のとき， 
    πＷ    ＝1/4*1/4＋1/2*1/4*1/4－3/2c 




 さらに，ここで，自分(Ｗ社)が販売数量 1/3のまま，相手(Ｐ社)が先に販売量を 1/4まで削減
したとすると，このとき q3の最適販売量は，利益πＷＰを計算すると， 
    πＷＰ  ＝p q3－c 
        ＝(1－1/3－1/4－q3) q3－c 
        ＝5/12 q3－q32－c 
これを q3で偏微分して，それが 0になるときがＷＰの利益が最大になるときだから。 
∂πＷＰ／∂q3  ＝5/12－2 q1=0 
    q3  ＝5/24 
このとき，Ｗの利益は， 
    πＷ    ＝(1－1/3－1/4－5/24)1/3＋1/2(1－1/3－1/4－5/25)5/24－3/2c 




    πＰ    ＝(1－1/3－1/4－5/24)1/4＋1/2(1－1/3－1/4－5/25)5/24－3/2c 




    πＷＰ  ＝p q3－c 
        ＝(1－1/3－1/3－q3) q3－c 
 8
        ＝1/3 q3－q3^2－c 
これを q3で偏微分して，それが 0になるときがＷＰの利益が最大になるときだから。 
∂πＷＰ／∂q3  ＝1/3－2 q1=0 
    q3  ＝1/6 
このときＷ(＝Ｐ)の利益は， 
    πＷ    ＝(1－1/3－1/3－1/6)1/3＋1/2(1－1/3－1/3－1/6)1/6－3/2c 





















































 P 社らは，「休戦協定」の正当化事由として，P社・W社それぞれの子会社が 3T3 の販促活





                                                   
12 競争を制限しようとする対象の量とか質とかが問題とされるのではない, United States v. Socony- Vacuum Oil 
Co., 310 U.S. 150, 224 (1940). この事例は，特に 1930年代後半～1970年代前半にかけて，裁判所が「当然違法」
と「合理の原則」という二分法にこだわり，幅広い行為を「当然違法」として非難していた頃のものである。
See also, United States v. Topco Associations, Inc., 405 U.S. 596 (1972); United States v. Arnold, Schwinn & Co., 388 U.S. 
365 (1967).  
13 例えば，ニュー・ヨーク州 Queens郡において，地元新聞のストライキがあったため当該地域にあるスーパ
ー等の広告が行えなかった間，スーパー等において販売された日用品の価格が上昇したが，ストライキ終結後
にはそれらの価格が低下したという事例について検討したものとして, Amihai Glazer, Advertising, Information 
and Prices―A Case Study, 19 Econ. Inquiry 661 (1981). 他にも多数，意見中では挙げられている, Opinion of the 





























                                                   
14 Continental T.V., Inc. v. GTE Sylvania Inc., 433 U.S. 36, 54-55 (1977). 
15 意見の中では，GMが SUVを売り込む例について述べられていて，そこでは，GMが広告を打てば，トヨタ
やそれ以外の会社の SUVに対する注目も上がるのは当然で，もし他社が GMに対抗しなければ GMは十分に
利潤を上げられる。他にも，ソニーが仮に 3T3の販売権を獲得したとして，ソニーが利潤をあげられるよう，
3T1および 3T2の販売活動を抑制する協定があったとしたら P社らがどう考えるかという例が挙げられている。 
16 National Collegiate Athletic Ass'n v. Board of Regents of University of Okalahoma, 468 U.S. 85, 116- 17 (1984). この
事例は，ある行為を「当然違法」として非難する前に，簡略な手法で効率性に関する分析を行うと述べた。「当
然違法」でない行為類型＝「完全な合理の原則」というわけでもない，と判示したものである, Opinion of the 
Commission, at 19. 
17 楽曲の包括的ライセンス(blanket license)の価格を共同で決定した行為が認められた BMI事件においても，
BMIは，個別の作曲家と直接交渉するような場合にまで，価格の制限を加えていなかった, Broadcast Music, Inc. 
v. Columbia Broadcasting System, Inc., 441 U.S. 1, 20, 23-24 (1979). 
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てみると，W社が 3T2を 1994年発売するに際して，P社らは 3T1を値下げし積極的に販売し
た。その結果，3T1は，1994年，1993年と比べて 273％増の売上を獲得している。また，1996・
97 年と三大テノール歌手のコンサートが開催された際には，P 社・W 社双方ともにそれぞれ
3T1・3T2を値引きするなど積極的に販売したこと18を具体的に述べている。その上で，「休戦























                                                   
18 表面的な価格をそれほど下げていない場合でも，小売店に多額の手数料を提供するなどして販売促進を積極
的に行っていた, Opinion of the Commission, at 52. 
19 CDA, 526 U.S. at 771. 
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20 例えば，P社の幹部はW社の幹部に対して，3T3の売上が惨めなものに終わったならば，ベスト盤を積極的

































げられれば新規参入を誘引するなどといったものは，ここでいう許容される正当化事由にはあたらない, see,  







ここでいう競争上の便益とは，反トラスト法上許容されるものでなければならない, Collaboration Guidelines, 
§1.2. 
23 Federal Trade Commission v. Indiana Federation of Dentists, 476 U.S. 447, 459 (1986); Law v. National Collegiate 


















































A Study on the FTC’s Opinion of the Three Tenors CDs 
 
Koki Arai, Yohei Ibata 
 
 
This paper analyzes the Opinion of the Federal Trade Commission for distribution agreement of the 
Three Tenors CDs.  From an economics point of view, we show that a mechanism of the reason why an 
agreement of price and sales marketing such as advertising between competitive entities collapse.  
From a legal perspective, we point out that the signification of this decision as the first important 
precedent and application of criteria for horizontal agreement after the Case of the California Dental 
Association and the Collaboration Guidelines. 
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